
議案第１１号 

 

令和３年度中央市一般会計予算 

 

 令和３年度中央市一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３，８００，６７７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り

越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目 

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

１，５００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額 

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1)  各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 











第２表 繰越明許費 
 

 

 
第３表 地 方 債 
 

款 項 事   業   名 
金 額 

（千円） 

１ 議 会 費 １ 議 会 費 議会運営費 3,162 

合         計 3,162 

起債の目的 
限 度 額 

（千円） 

起債の 

方 法 
利  率 償 還 の 方 法 

公 共 事 業 等 債 85,000 

普通貸借 

 
5.0％以内（た

だし、利率見直し
方式で借り入れ
る資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直し

後の利率） 

 
政府資金について

は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
には、その債権者と協
議する。 
ただし、財政その他

の都合により、据置期

間及び償還期間を短
縮し、若しくは、繰上
償還又は低利に借換
えすることができる。 

地方道路等整備事業債 203,900 

合 併 特 例 事 業 債 545,300 

一 般 補 助 施 設 
整 備 等 事 業 債 

6,300 

臨 時 財 政 対 策 債 735,000 

借 換 債 （ 銀 行 等 
約 定 償 還 借 換 債 ） 

266,072 

合  計 1,841,572 

 



議案第１２号 

 

令和３年度中央市国民健康保険特別会計予算 

 

 令和３年度中央市国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，１９５，１１６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予

算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ 

れらの経費の各項の間の流用 

 









議案第１３号 

 

令和３年度中央市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和３年度中央市後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３１２，８９６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

 









議案第１４号 

 

令和３年度中央市介護保険特別会計予算 

 

 令和３年度中央市介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，０８１，５９１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予

算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ 

れらの経費の各項の間の流用 

 









議案第１５号 

 

令和３年度中央市地域包括支援センター特別会計予算 

 

 令和３年度中央市地域包括支援センター特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７，４９９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

 









議案第１６号 

 

令和３年度中央市田富よし原処理センター事業特別会計予算 

 

 令和３年度中央市田富よし原処理センター事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８４，１０２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

 









議案第１７号 

 

令和３年度中央市簡易水道事業会計予算 

 
 （総 則） 
第１条 令和３年度中央市簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 
（業務の予定） 

第２条 業務の予定量は、次の通りとする。 
（１） 給 水 戸 数             １，３９２戸 

 （２） 年間総給水量          １，１２０，６３２㎥ 
 （３） 一日平均給水量             ３，０６１㎥ 
 （４） 主要な建設改良事業 
      配水設備改良事業         １６，５８８千円 

 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次の通りと定める。 
収   入 

 第１款 簡易水道事業収益         １３７，２１７千円 
  第１項 営 業 収 益          １２１，８７４千円 
  第２項 営 業 外収 益           １５，３４２千円 
  第３項 特 別 利 益                １千円 

支   出 
 第１款 簡易水道事業費用         １８０，６８０千円 
  第１項 営 業 費 用          １６０，１６９千円 
  第２項 営 業 外費 用           １８，４１１千円 
  第３項 特 別 損 失              １００千円 
  第４項 予  備  費            ２，０００千円 

 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次の通りと定める。（資本的収入額が 
資本的支出額に対して不足する額４９，４１０千円は、損益勘定留保資金４９，

４１０千円で補てんするものとする。） 
収   入 

第１款 資本的収入             ５２，５００千円 
 第１項 企  業  債            ５，５００千円 
 第２項 補 助 金           ４７，０００千円 

 
 



支   出 
第１款 資本的支出            １０１，９１０千円 

  第１項 建 設 改良 費           １６，６０９千円 
  第２項 企業債償還金           ８２，３０１千円 
  第３項 予 備 費            ３，０００千円 

 
 （企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建 設 改 良 費 
５，５００ 

千円 

証書借入の方法に

よる。起債の時期

は令和３年事業年

度。ただし、その

全部または一部を

翌年度以降に繰り

越し、起債するこ

とができる。 

５．０ 

％以内 

借入先の融資条件

による。ただし、企

業財政その他の都

合により繰上償還

又は、低利に借り

換えることができ

る。 

 
 （一時借入金） 
第６条 一時借入金の限度額は、４０，０００千円と定める。 

 
 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 
（１） 営業費用と営業外費用 

 
 （議会の議決を経なければ流用することができない経費） 
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 
（１） 職員給与費 ２２，８０２千円 

 
（他会計からの補助金） 
第９条 営業助成及び建設補助のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金

額は４７，０００千円である。 

 
 （たな卸資産購入限度額） 
第１０条 たな卸資産購入限度額は、２，２３４千円と定める。 



議案第１８号 
 

令和３年度中央市公共下水道事業会計予算 

 
 （総 則） 
第１条 令和３年度中央市公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによ 
る。 

 
（業務の予定） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
（１） 接 続 戸 数            ７，８３５戸 

 （２） 年間総処理水量        ２，５９７，０００㎥ 
 （３） 一日平均処理水量           ７，１１５㎥ 
 （４） 主要な建設改良事業 
           管渠整備      ２２２，７６７千円 
       
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
収   入 

 第１款 公共下水道事業収益       ７９６，８３６千円 
  第１項 営 業 収 益          ２８３，８９０千円 
  第２項 営業外収益          ５１２，９４５千円 
  第３項 特 別 収 益                １千円 

支   出 
 第１款 公共下水道事業費用       ７９６，８３６千円 
  第１項 営 業 費 用          ６６８，３３４千円 
  第２項 営業外費用          １２５，００７千円 
  第３項 特 別 損 失            ２，４９５千円 
  第４項 予 備 費            １，０００千円 
 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額

が資本的支出額に対して不足する額１１４，５３６千円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額２２，８４２千円、当年度分損益勘定留保資金

９１，６９４千円で補てんするものとする。） 
収   入 

第１款 資本的収入           ６９１，７７７千円 
  第１項 企 業 債          ３８９，１００千円 
  第２項 補 助 金          ２８５，０４７千円 
  第３項 負 担 金           １７，６３０千円 



支   出 
第１款 資本的支出           ８０６，３１３千円 

  第１項 建 設 改良 費         ２７０，８０２千円 
  第２項 企業債償還金         ５３４，５１１千円 
  第３項 予 備 費           １，０００千円 
 
 （企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 
起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公 共 下 水 道 

整 備 事 業 債 

１０６，５００ 

千円 

証書借入の方法

による。起債の

時期は令和３年

事業年度。ただ

し、その全部又

は一部を翌年度

以 降 に 繰 り 越

し、起債するこ

とができる。 

５．０ 

％以内 

借入先の融資条

件による。ただ

し、企業財政そ

の他の都合によ

り繰上償還又

は、低利に借り

換えることがで

きる。 

流 域 下 水 道 

整 備 事 業 債 

２２，７００ 

千円 

資本費平準化債 
２１７，０００ 

千円 

下 水 道 事 業 債 

（特別措置分 ) 

４２，９００ 

千円 

合 計 
３８９，１００ 

千円 

 

 （一時借入金） 
第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 
 
 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 
（１） 営業費用と営業外費用 

 
 （議会の議決を経なければ流用することができない経費） 
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 
（１） 職員給与費 ３１，５０２千円 

 
 （他会計からの補助金） 
第９条 営業助成及び建設補助のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金 
額は３７５，０５２千円である。 



議案第１９号 
 

令和３年度中央市農業集落排水事業会計予算 

 
 （総 則） 
第１条 令和３年度中央市農業集落排水事業会計予算は、次に定めるところに 
よる。 

 
（業務の予定） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
（１） 接 続 戸 数            １，２２１戸 

 （２） 年間総処理水量          ３６２，０００㎥ 
 （３） 一日平均処理水量             ９９１㎥ 
 （４） 主要な建設改良事業 
           管渠整備        ２，５００千円 
 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
収   入 

 第１款 農業集落排水事業収益      ２４７，５８４千円 
  第１項 営 業 収 益           ４０，４４０千円 
  第２項 営業外収益          ２０７，１４３千円 
  第３項 特 別 収 益                １千円 

支   出 
 第１款 農業集落排水事業費用      ２４７，５８４千円 
  第１項 営 業 費 用          ２２３，７４４千円 
  第２項 営業外費用           ２１，７６９千円 
  第３項 特 別 損 失              ５７１千円 
  第４項 予 備 費            １，５００千円 
 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額

が資本的支出額に対して不足する額３３，０２４千円は、当年度分損益勘定留

保資金３３，０２４千円で補てんするものとする。） 
収   入 

第１款 資本的収入           １０９，７５５千円 
  第１項 企 業 債           ５５，６００千円 
  第２項 補 助 金           ５１，９３５千円 
  第３項 負 担 金            ２，２２０千円 
 



支   出 
第１款 資本的支出           １４２，７７９千円 

  第１項 建 設 改良 費           ２，５００千円 
  第２項 企業債償還金         １３９，７７９千円 
  第３項 予 備 費             ５００千円 
 
 （企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 
起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

資本費平準化債 
５５，６００ 

千円 

 

 

証書借入の方法

による。 
５．０ 

％以内 

借入先の融資条件

による。ただし、企

業財政その他の都

合により繰上償還

又は、低利に借り

換えることができ

る。 

 
 （一時借入金） 
第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 
 
 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 
（１） 営業費用と営業外費用 

 
 （議会の議決を経なければ流用することができない経費） 
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 
（１） 職員給与費 １１，７４７千円 

 
 （他会計からの補助金） 
第９条 営業助成及び建設補助のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金 
額は１４３，６１０千円である。 



議案第２０号 

 

令和３年度中央市上水道事業会計予算 

 
 （総 則） 
第１条 令和３年度中央市上水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 
（業務の予定） 

第２条 業務の予定量は、次の通りとする。 
（１） 給 水 戸 数           ８，１４９戸 

 （２） 年間総給水量        ２，０８５，７２２㎥ 
 （３） 一日平均給水量           ５，７１４㎥ 
 （４） 主要な建設改良事業 
      配水設備改良事業      ２５５，７４０千円       

 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次の通りと定める 
収   入 

 第１款 水道事業収益         ２８８，９３７千円 
  第１項 営 業 収 益         ２６８，０４７千円 
  第２項 営業外収益          ２０，８８９千円 
  第３項 特 別 利 益               １千円 

支   出 
 第１款 水道事業費用         ２６７，７０８千円 
  第１項 営 業 費 用         ２４０，６５０千円 
  第２項 営業外費用          ２４，７０８千円 
  第３項 特 別 損 失             ３５０千円 
  第４項 予 備 費           ２，０００千円 

 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次の通りと定める。（資本的収入額が

資本的支出額に対して不足する額２５３，３４７千円は、過年度分損益勘定留

保資金２５３，３４７千円で補てんするものとする。） 
収   入 

第１款 資本的収入          １００，３００千円 
  第１項 企 業 債          ８０，０００千円 
  第２項 工事負担金          ２０，３００千円 

 
 



支   出 
第１款 資本的支出          ３５３，６４７千円 

  第１項 建 設 改良 費        ２５６，１３９千円 
  第２項 企業債償還金         ９２，５０８千円 
  第３項 予 備 費          ５，０００千円 

 
 （企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建 設 改 良 費 
８０，０００ 

千円 

証書借入の方法に

よる。起債の時期

は令和３年事業年

度。ただし、その

全部または一部を

翌年度以降に繰り

越し、起債するこ

とができる。 

５．０ 

％以内 

借入先の融資条件

による。ただし、企

業財政その他の都

合により繰上償還

又は、低利に借り

換えることができ

る。 

 
 （一時借入金） 
第６条 一時借入金の限度額は、４０，０００千円と定める。 

 
 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 
（１） 営業費用と営業外費用 

 
 （議会の議決を経なければ流用することができない経費） 
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額

に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 
（１） 職員給与費 ２６，２６１千円 

 
 （たな卸資産購入限度額） 
第９条 たな卸資産購入限度額は、５，２７６千円と定める。 

 
 
 


